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294,771,825

4,753,686

320,175

151,451

299,997,137

3,339,544,031

554,497,219 2,785,046,812

435,141,047

111,178,764 323,962,283

3,696,000

2,009,700 1,686,300

329,837,752

119,551,944 210,285,808

3,960,000,000

7,280,981,203

1,262,625

2,118,000

3,380,625

1,987,828

902,000

2,889,828

7,287,251,656

7,587,248,793

3,455,316

70,276,923

192,261,847

12,591,720

2,982,327

281,568,133

84,615,551

2,043,092

6,829,858 93,488,501

79,590,000

173,078,501

454,646,634

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 物 品 受 贈 額

流 動 負 債 合 計

Ⅰ流動負債

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

Ⅱ固定負債

建 物 ．

構 築 物 ．

そ の 他 の 流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

Ⅱ固定資産

１ 有 形 固 定 資 産

貸   借   対   照   表
（平成１７年３月３１日）

流 動 資 産 合 計

Ⅰ流動資産

（単位：円）

資産の部

未 収 金

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

工 具 器 具 備 品 ．

ソ フ ト ウ エ ア

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具 ．

有形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額

２ 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

長 期 未 払 金

運 営 費 交 付 金 債 務

負 債 合 計

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金

負債の部

資 産 見 返 寄 附 金

固 定 負 債 合 計

買 掛 金

無形固定資産合計

　投資その他の資産合計

土 地

固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

長 期 前 払 費 用

互 助 会 預 け 金

３ 投 資 そ の 他 の 資 産
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資本の部

6,048,582,321

6,048,582,321

1,686,409,638

-665,666,740

1,020,742,898

78,612,722

-15,335,782

　利益剰余金合計 63,276,940

7,132,602,159

7,587,248,793

（注記事項）
688,770,726 円運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積り額は

資 本 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 期 未 処 理 損 失

（内当期総損失 15,335,782円 ）

Ⅲ利益剰余金

損益外減価償却累計額（－）

　資本剰余金合計

積 立 金

Ⅱ資本剰余金

政 府 出 資 金

資 本 剰 余 金

Ⅰ資 本 金
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（単位：円）

510,104,866
46,603,134
46,842,435
49,238,227
26,395,231
59,627,499
3,388,906
12,815,265 755,015,563

329,275,075
16,685,242
40,173,397
6,787,819
30,498,561
41,486,650
11,274,779
12,064,392 488,245,915

2,868,234 2,868,234
67,200

1,246,196,912

1,205,006,725
5,584,211
80,230

13,870,475
130,408

3,368,893 17,369,776

63,790
2,756,398

1,230,861,130

15,335,782

当期純損失 15,335,782

15,335,782当期総損失

雑 益

経 常 損　失

経 常 収 益 合 計

文 献 複 写 料 収 入

支 払 利 息

運 営 費 交 付 金 収 益

資 産 貸 付 収 入

経常収益

雑 損

財 務 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

資産見返運営費交付金戻入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

資 産 見 返 物 品 受 贈 額 戻 入

経常費用

減 価 償 却 費

情 報 ・ 普 及 事 業 経 費

教 育 相 談 事 業 経 費

人 件 費

一 般 研 究 経 費

特 別 研 究 経 費

損　　益　　計　　算　　書
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

研 修 ・ 講 習 事 業 経 費

雑 役 務 費

通 信 運 搬 費

光 熱 水 料 費

国 際 協 力 研 究 経 費

減 価 償 却 費

人 件 費

備 品 消 耗 品 費

（注記事項）
経常損失は、平成１６年度に発生した退職金相当額により生じており、平成１７年度の運営費
交付金として予算措置されております。

業 務 経 費

一 般 管 理 費

財 務 費 用

修 繕 費

経 常 費 用 合 計

そ の 他 の 管 理 経 費

受 取 利 息
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（単位：円）

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -267,151,120

人件費支出 -790,188,892

その他の業務支出 -82,700,346

雑損 -67,200

運営費交付金収入 1,178,736,000

資産貸付収入 5,584,211

文献複写料収入 82,805

その他の業務収入 2,756,398

小　計 47,051,856

利息の受取額 65,477

利息の支払額 -2,868,234

44,249,099

有価証券の償還による収入 56,067,200

有形（無形）固定資産の取得による支出 -387,451,420

施設費による収入 139,986,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー -191,398,220

-49,521,516

-49,521,516

0

-196,670,637

491,442,462

294,771,825

（注記事項）

(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 294,771,825 円

Ⅶ　資金期末残高

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　資金に係る換算差額

Ⅴ　資金増加額

Ⅵ　資金期首残高

リース債務の返済による支出

キャッシュ・フロー計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
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（単位：円）

1,237,581,875

業務経費 755,015,563

一般管理費 488,245,915

財務費用 2,868,234

雑　損 67,200 1,246,196,912

（控除）

財務収益 -63,790

資産貸付収入 -5,584,211

文献複写料収入 -80,230

その他の収入 -2,756,398

資産見返寄附金戻入 -130,408 -8,615,037

167,362,018

損益外減価償却相当額 166,847,918

損益外固定資産除却相当額 514,100

-18,672,797

政府出資等の機会費用 93,495,774

1,479,766,870

(注記事項）
機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算利率については、平成17年3月末現在の10年国債（日本相互証券公表）
の利回り1.32％を使用しております。

Ⅴ　行政サービス実施コスト

行政サービス実施コスト計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

Ⅰ　業務費用

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額

Ⅳ　機会費用
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（単位：円）

15,335,782

当 期 総 損 失 15,335,782

積 立 金 取 崩 額 15,335,782 15,335,782

0Ⅲ　次期繰越欠損金

Ⅱ　損失処理額

Ⅰ　当期未処理損失

損失の処理に関する書類
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注  記

1.重要な会計方針

(1) 運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

(2) 減価償却の会計処理方法

① 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物  8～60年

構築物 10～50年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累

 計額として資本剰余金から控除して表示しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

職員の退職給付については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職金要支給額の

    当期増加額に基づき計上しております。

(4) リース取引の処理方法

    準じた会計処理によっております。

(5) 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税込方式によっております。

2.重要な債務負担行為

該当なし

3.重要な後発事象

該当なし

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に
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附属明細書

（単位：円）

期首 当期 当期 期末 　減価償却累計額

残高 増加額 減少額 残高 当期償却額

建 物 0 1,811,119 0 1,811,119 9,243 9,243

車 両 運 搬 具 3,696,000 0 0 3,696,000 2,009,700 831,600

工 具 器 具 備 品 273,695,720 56,142,032 0 329,837,752 119,551,944 62,283,908

計 277,391,720 57,953,151 0 335,344,871 121,570,887 63,124,751

建 物 3,304,873,298 41,324,824 8,465,210 3,337,732,912 554,487,976 150,491,247

構 築 物 333,155,661 105,346,386 3,361,000 435,141,047 111,178,764 16,356,671

計 3,638,028,959 146,671,210 11,826,210 3,772,873,959 665,666,740 166,847,918

土 地 3,960,000,000 0 0 3,960,000,000 0 0

建設仮勘定 0 53,340,000 53,340,000 0 0 0

計 3,960,000,000 53,340,000 53,340,000 3,960,000,000 0 0

建 物 3,304,873,298 43,135,943 8,465,210 3,339,544,031 554,497,219 150,500,490

有形 固定構 築 物 333,155,661 105,346,386 3,361,000 435,141,047 111,178,764 16,356,671

車 両 運 搬 具 3,696,000 0 0 3,696,000 2,009,700 831,600

工 具 器 具 備 品 273,695,720 56,142,032 0 329,837,752 119,551,944 62,283,908

資産 合計土 地 3,960,000,000 0 0 3,960,000,000 0 0

建設仮勘定 0 53,340,000 53,340,000 0 0 0

計 7,875,420,679 257,964,361 65,166,210 8,068,218,830 787,237,627 229,972,669

無形 固定 ソフトウエア 735,000 997,500 0 1,732,500 469,875 163,625

資 産電 話 加 入権 2,118,000 0 0 2,118,000 0 0

計 2,853,000 997,500 0 3,850,500 469,875 163,625

長 期 前 払 費 用 3,325,546 2,231,250 3,568,968 1,987,828 0 0

投 資互 助 会 預 け 金 902,000 0 0 902,000 0 0

その 他の

資 産

計 4,227,546 2,231,250 3,568,968 2,889,828 0 0

　　

　建物・構築物（償却費損益外）当期増加額　１４６百万円のうち主なものは、以下のとおりである。

　　　バリアフリー化に伴う環境整備工事　　１４０百万円

1,987,828

（注記事項）

3,107,207,219

2,118,000

3,960,000,000

2,785,046,812

323,962,283

固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処
理」による損益外減価償却相当額も含む）の明細

資産の種類 摘　要
差引当期末

残高

有形 固定
資産 （償
却費 損益
内 ）

有形 固定
資産 （償
却費 損益
外 ）

1,686,300

1,801,876

210,285,808

213,773,984

2,783,244,936

323,962,283

0

3,960,000,000

3,960,000,000

0

210,285,808

非償却資産

2,889,828

3,380,625

902,000

7,280,981,203

1,686,300

1,262,625
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附属明細書

長期貸付金の明細

該当なし。

長期借入金及び債券の明細

該当なし。

引当金の明細

該当なし。

保証債務の明細

該当なし。

法令に基づく引当金等の明細

該当なし。

該当なし。

有価証券の明細

たな卸資産の明細

該当なし。
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附属明細書

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

政 府 出 資 金 6,048,582,321 0 0 6,048,582,321

計 6,048,582,321 0 0 6,048,582,321

施 設 費 1,900,361,000 139,986,000 0 2,040,347,000

無 償 譲 与 2,118,000 0 0 2,118,000

損益外固定資
産 除 却 差 額

-350,914,362 0 5,141,000 -356,055,362

計 1,551,564,638 139,986,000 5,141,000 1,686,409,638

損益外減価償
却 累 計 額

-503,445,722 -166,847,918 -4,626,900 -665,666,740

差引計 1,048,118,916 -26,861,918 514,100 1,020,742,898

資本金及び資本剰余金の明細

区      分

資 本 金

資 本 剰 余 金
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附属明細書

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

78,085,785 526,937 0 78,612,722 平成１５年度利益処分による増加

積立金の明細

区      分

通則法４４条１項積立金
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附属明細書

目的積立金の取崩しの明細

該当なし。
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附属明細書

（１）運営費交付金債務 （単位：円）

運営費交付
金 収 益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成15年度 86,503,192 0 76,528,192 9,975,000 0 86,503,192 0

平成16年度 0 1,178,736,000 1,128,478,533 46,802,151 0 1,175,280,684 3,455,316

0 0 0

合　　　計 86,503,192 1,178,736,000 1,205,006,725 56,777,151 0 1,261,783,876 3,455,316

（２）運営費交付金収益

   業務等の区分を行っていないため、記載を省略しております。

運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

交付年度 期首残高
交付金当期
交 付 額

当期振替額

期末残高
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附属明細書

（単位：円）

建 設 仮 勘 定
見 返 施 設 費

資本剰余金 その他

平成１６年度バリアフリー化
に伴う環境整備工事

139,986,000 0 139,986,000 0

0

計 139,986,000 0 139,986,000 0

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

区　　分 当期交付額

左の会計処理内訳

施設費の明細

摘　　要
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附属明細書

（単位：千円）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

千円 名 千円 名

(408) (2) (ー） (ー）

35,861 2 22,275 2
千円 名 千円 名

(22,925) (12) (104) (2)

688,213 76 69,593 4
千円 名 千円 名

(23,333) (14) (104) (2)

724,074 78 91,868 6

(注記事項）

1.役員給与の支給基準の概要

 (1)役員の給与は、常勤の役員については、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、非常勤

の役員については、非常勤役員手当とする。

 (2)俸給、特別調整手当及び通勤手当は、その月の月額の全額を毎月１７日に支給する。

特別手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

 (3)常勤役員の俸給月額は、理事長９９１,０００円、理事８４３,０００円とする。

 (4)非常勤役員の役員手当の月額は、１７，０００円とする。

2.職員給与の支給基準の概要

 (1)職員の給与は、基本給（俸給及び扶養手当)及び諸手当(管理職手当、調整手当、初任給調整手当、

住居手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、期末手当及

び勤勉手当とする。

 (2)俸給、扶養手当、管理職手当、調整手当、初任給調整手当、住居手当、通勤手当及び単身赴任手当

は、その月の月額の全額を毎月１７日に、超過勤務手当、休日給及び管理職員特別勤務手当は、そ

の月の分を翌月１７日に支給する。

期末手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

勤勉手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。

 (3)職員の受ける俸給は、独立行政法人国立特殊教育総合研究所に勤務する職員の勤務時間・休暇等に

関する規程に定める正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、職務の複雑、困難及び責任

の度に基づき、かつ、勤務の強度、勤務時間、勤務環境その他の勤務条件を考慮して、一般職の職

員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）の適用を受ける職員の例に準じて俸給表におい

て定める級及び号俸により決定する。

3.支給額には、法定福利費が含まれている。

4.職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員(1人未満四捨五入）である。

5.非常勤の役員及び職員に係わるものは、上段括弧書外数で記載している。

役　　　員

合　　計

職　　　員

役員及び職員の給与の明細

区　　分
退職給付報酬又は給与
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附属明細書

重要な債務負担行為の明細

該当なし。
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セグメント情報
（単位：円）

研 究 活 動研 修 事 業情 報 普 及 活 動教 育 相 談 活 動国 際 交 流 活 動業 務 合 計

84,166,396 13,015,197 90,190,606 3,597,659 10,283,015 201,252,873 56,858,639 258,111,512

8,969,837 8,197,200 153,400 0 278,000 17,598,437 806,000 18,404,437

8,963,947 107,150 711,700 237,580 222,200 10,242,577 1,169,460 11,412,037

7,318,600 5,537,120 929,040 0 2,032,050 15,816,810 401,540 16,218,350

7,624,640 7,014,669 10,674,496 2,134,899 0 27,448,704 3,049,857 30,498,561

524,854,186 314,525,755 839,379,941

32,507,136 4,293,395 6,133,422 3,680,053 1,226,684 47,840,690 24,331,384 72,172,074

149,550,556 38,164,731 108,792,664 9,650,191 14,041,949 845,054,277 401,142,635 1,246,196,912

136,212,438 37,703,295 108,578,437 9,203,858 14,041,949 830,594,163 374,412,562 1,205,006,725

13,338,118 461,436 214,227 446,333 14,460,114 2,909,662 17,369,776

63,790 63,790

8,420,839 8,420,839

149,550,556 38,164,731 108,792,664 9,650,191 14,041,949 845,054,277 385,806,853 1,230,861,130

15,335,782

7,587,248,793 7,587,248,793

166,847,918 166,847,918

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 -3,187,198 -15,485,599 -18,672,797

１．事業の種類は、中期計画及び損益計算書の集計区分を勘案して区分している。
２．運営費交付金収益の共通に含めたものは、人件費に対応する部分である。
３．総資産は各セグメントで共同利用しており各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。
４．損益外減価償却相当額は資産を各セグメントで共同利用しており、各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。
５．引当外退職給付増加見積額は人件費が各セグメントに共通しており、各セグメントに配分することが困難なため業務合計と共通に計上している。

計

共　　　通 計

備 品 消 耗 品 費

Ⅰ 事業費用および事業収益

区          分
業　　　　　　　　　　　　　　　　務

Ⅲ 損益外減価償却相当額

事業収益

事業費用

謝 金

職 員 旅 費

委 員 等 旅 費

光 熱 水 料

財 務 収 益

人 件 費

雑 役 務 費 等

Ⅱ 総資産

計

運 営 費 交 付 金 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

そ の 他 の 収 入

事業損失
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